
○高浜市遺児手当支給条例 

昭和４９年４月１日 

条例第１４号 

改正 昭和５０年３月２５日条例第６号 

昭和５７年３月３１日条例第１１号 

昭和５９年３月２８日条例第１５号 

平成２年３月３０日条例第１２号 

平成５年３月３０日条例第１１号 

平成１１年３月３１日条例第１２号 

平成１２年３月３１日条例第１５号 

平成１５年７月１日条例第２０号 

平成１８年３月３１日条例第１６号 

平成１９年３月３０日条例第６号 

平成２４年３月２８日条例第１号 

平成２８年３月３１日条例第１４号 

（目的） 

第１条 この条例は、遺児を養育している者に遺児手当（以下「手

当」という。）を支給することにより、遺児の健全な育成を助長

し、及びその福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（昭５７条例１１・一部改正） 

（用語の定義） 

第２条 この条例において「遺児」とは、１８歳以下の者（１８歳

の者にあっては、１８歳に達した日の属する年度の末日までを１

８歳以下の者とし、同日以後引き続いて学校教育法（昭和２２年

法律第２６号）に規定する中学校、義務教育学校の後期課程、中

等教育学校の前期課程又は特別支援学校の中学部に在学する者を

含む。）で、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

(１) 父若しくは母と死別し、又は離別し、父若しくは母に養育

（その遺児と同居して監護養育し、かつ、その生計を維持する

ことをいう。以下同じ。）されているもの 

(２) 父母と死別し、又は離別し、後見人その他の者に養育され

ているもの 

(３) その他前２号に準ずる状態にある者で、市長が認めたもの 

２ この条例において「保護者」とは、現に遺児と同居し、監護養

育している親権者又はこれに準ずる者をいう。 



（昭５７条例１１・平２条例１２・平１１条例１２・平１

９条例６・平２８条例１４・一部改正） 

（受給資格） 

第３条 手当の支給を受けることができる保護者は、本市に居住し、

かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定に基づ

き、該当遺児とともに記録されている者とする。ただし、次の各

号のいずれかに該当するときは、その年の８月から翌年の７月ま

で手当の支給を受けることができない。 

(１) 保護者の前年の所得が、愛知県遺児手当支給規則（昭和４

５年愛知県規則第３０号。以下「愛知県規則」という。）第６

条の３第１項に規定する額以上であるとき。 

(２) 保護者が遺児の父又は母である場合において、その父若し

くは母の配偶者の前年の所得又はその父若しくは母の扶養義務

者でその父若しくは母と生計を同じくするものの前年の所得が、

愛知県規則第６条の３第２項に規定する額以上であるとき。 

(３) 保護者が遺児の父又は母以外の者である場合において、そ

の者の配偶者の前年の所得又はその者の扶養義務者でその者の

生計を維持するものの前年の所得が、愛知県規則第６条の３第

３項に規定する額以上であるとき。 

(４) 前に同じ遺児に係る手当の支給を受けたことがあるとき

（当該保護者による最初の当該遺児に係る手当の支給に関する

認定が申請された日又は第９条第２号の届出がされた日（以下

「認定申請日等」という。）の属する月の翌月から起算して６

０月を経過しているときに限る。） 

２ 前項に規定する所得の範囲及び計算方法は、愛知県規則第６条

の３第４項の例による。 

（昭５７条例１１・平１２条例１５・平１５条例２０・平

１８条例１６・平２４条例１・一部改正） 

（手当の額） 

第４条 手当の額は、遺児１人につき、月額２，４００円とする。

ただし、当該遺児に係る手当の支給に関する認定申請日等の属す

る月の翌月（前に同じ遺児に係る手当の支給を受けたことがある

者に対して当該遺児に係る手当を支給する場合にあっては、当該

保護者による最初の当該遺児に係る手当の支給に関する認定申請

日等の属する月の翌月。以下「支給開始月」という。）から起算



して３６月を経過した遺児については、月額１，２００円とし、

支給開始月から起算して６０月を経過した遺児については、手当

を支給しない。 

（昭５９条例１５・平２条例１２・平５条例１１・平１８

条例１６・一部改正） 

（受給資格の認定） 

第５条 手当の支給を受けようとする保護者は、所定の申請書を提

出し、市長の認定を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、速やかにその審査を行い、

決定事項を当該申請者に通知するものとする。 

（昭５７条例１１・一部改正） 

（手当の支給方法） 

第６条 手当は、受給資格の認定が申請された日の属する月の翌月

から支給すべき理由が消滅した日の属する月までの分を支給する。 

２ 手当は、毎年９月及び翌年３月の２期に、それぞれ当該月まで

の分を支給する。ただし、支給すべき理由が消滅した場合におけ

る手当については、その都度支給する。 

（昭５７条例１１・一部改正） 

（受給資格の消滅） 

第７条 受給資格の認定を受けた保護者（以下「受給者」という。）

が、次の各号のいずれかに該当したときは、受給資格を失うもの

とする。 

(１) 保護者でなくなったとき。 

(２) 本市に住所を有しなくなったとき。 

(３) 養育する遺児が養子縁組等により両親がそろったとき。 

(４) 父又は母の婚姻により両親がそろったとき。 

（昭５７条例１１・平２条例１２・一部改正） 

（手当の停止及び返還） 

第８条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、

手当の支給を停止し、又は既に支給した手当の全部若しくは一部

を返還させることができる。 

(１) 遺児の養育を怠っていると認めるとき。 

(２) 偽りその他不正の手段により手当の支給を受けたとき。 

(３) この条例又は市長の定める事項に違反したとき。 

（昭５７条例１１・一部改正） 



（届出） 

第９条 受給資格者は、次の各号のいずれかに該当するに至ったと

きは、その旨を速やかに市長に届け出なければならない。 

(１) 受給資格が消滅したとき。 

(２) 養育する遺児の数が変更したとき。 

(３) その他申請事項に異動が生じたとき。 

（昭５７条例１１・一部改正） 

（施設、学校等への就学者に対する特例） 

第１０条 養育する遺児が次に掲げる施設、学校等に入所又は就学

のため市外に居住しているときは、第３条の規定にかかわらず、

本市に居住しているものとみなす。 

(１) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第７条に規定す

る施設 

(２) 学校教育法第１条に規定する特別支援学校 

（昭５７条例１１・平１９条例６・平２８条例１４・一部

改正） 

（未払手当の特例） 

第１１条 受給者が死亡した場合において、その者に未払の手当が

あるときは、遺児を養育することとなった者に、当該未払分を支

給する。 

（昭５７条例１１・一部改正） 

（譲渡及び担保の禁止） 

第１２条 受給者は、手当を受給する権利を他に譲渡し、又は担保

に供してはならない。 

（昭５７条例１１・一部改正） 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（昭５７条例１１・一部改正） 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行の際、現に第３条の規定による受給資格を有す

る者が昭和４９年６月３０日までに認定の申請をしたときは、第

６条第１項の規定にかかわらず、昭和４９年４月分から手当を支

給する。 

附 則（昭和５０年条例第６号） 



この条例は、公布の日から施行し、昭和５０年４月１日から適用

する。 

附 則（昭和５７年条例第１１号） 

この条例は、昭和５７年４月１日から施行する。 

附 則（昭和５９年条例第１５号） 

この条例は、昭和５９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年条例第１２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２年４月１日から平成３年３月３１日までの間においては、

改正後の高浜市遺児手当支給条例（以下「新条例」という。）第

２条中「１８歳」とあるのは「１６歳」とする。 

３ 平成３年４月１日から平成４年３月３１日までの間においては、

新条例第２条中「１８歳」とあるのは「１７歳」とする。 

４ この条例の施行の際、現に遺児手当の受給資格に該当している

者が、平成２年５月３１日までに新条例第５条第１項に規定する

認定の申請をしたときは、新条例第６条第１項の規定にかかわら

ず、平成２年４月分から遺児手当を支給する。 

５ 前項の規定にかかわらず、平成２年３月３１日まで遺児手当の

支給を受けている者で同年４月１日以降引き続き支給年齢の引上

げに伴う支給対象の遺児を監護養育しているものについては、新

条例第５条第１項に規定する認定を受けたものとみなし、平成２

年４月分から新条例第４条に規定する遺児手当を支給する。 

附 則（平成５年条例第１１号） 

この条例は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１１年条例第１２号） 

この条例は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年条例第１５号） 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年条例第２０号） 

１ この条例は、平成１５年８月１日から施行する。 

２ 改正後の高浜市遺児手当支給条例の規定は、平成１５年８月以

後の月分の遺児手当の支給について適用し、同月前の月分の遺児

手当の支給については、なお従前の例による。 



附 則（平成１８年条例第１６号） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

２ 平成１５年４月１日前に改正前の高浜市遺児手当支給条例第５

条第１項の規定による認定を受けた者に対して支給する遺児手当

の額に関する改正後の高浜市遺児手当支給条例第４条の規定の適

用については、同条ただし書中「当該遺児に係る手当の支給に関

する認定申請日等の属する月の翌月（前に同じ遺児に係る手当の

支給を受けたことがある者に対して当該遺児に係る手当を支給す

る場合にあっては、当該保護者による最初の当該遺児に係る手当

の支給に関する認定申請日等の属する月の翌月。以下「支給開始

月」という。）」とあるのは「平成１５年４月１日」と、「支給

開始月から」とあるのは「同日から」とする。 

附 則（平成１９年条例第６号） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年条例第１号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２８年条例第１４号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 


